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はじめに
文化遺産とは、各地域や民族固有の価値を体現する文化的活動の所産である。よりよい文化遺
産保護には、文化遺産保護法などの法的整備はもちろんのこと、その文化遺産と共に生きる地域
住民の理解と協力は欠かせない。文化遺産への理解を深める手段として、ユネスコが長年実践し
ている世界文化遺産登録による遺産の価値普遍化や、遺産観光による地域開発などを挙げること
ができる。その一方で、地域住民を取りこむための充分な議論や枠組みが確立されないままの遺
産の価値普遍化や観光開発は、海外旅行者や都市住民が求める遺産の価値偏重、取捨選択が起こ
り、遺産本来の意義が失われる可能性がある。効果的かつ持続的な遺産保護のためには、地域住
民にとっての文化遺産の意味を理解し、地域住民の間で文化遺産がどのように形成され、伝達さ
れているのか、といったプロセスを検証する必要がある。それを前提とした上で、文化遺産保護
に係る利害関係者間の意見の調整、認識の摺合せを行っていくことが、持続的な文化遺産保護に
つながると考える。
本稿の目的は、文化遺産保護と保護において重要な役割を担う教育との関係を検討することに
ある。検討にあたって、始めに、タイにおける「文化」とは誰が、どのような目的で、何を残す
べきモノとして定義しているのか、をみていく。そのうえで、文化遺産概念形成・伝達プロセス
に深く係る場として、学校教育をとりあげる。学校教育のなかでも、地域史や文化遺産知識を扱
う時間数が最も多い社会科と近年タイの教育現場で実践されている地方カリキュラムを分析対象
とし、タイ北部プレー県（図１）を事例として分析を行う。同県を調査地として選んだ理由はそ
の地域性と特性にある。同県は主要な鉄道、幹線道路から外れた場所に位置するため、急激な開
発や観光地化から免れ、多くの伝統建築（図２、３）や昔ながらの生活様式（図４、５）が現代
まで引き継がれている。また、こうした文化遺産を保存するため、ボランティアグループが独自
に活動しているのも特筆すべき点である。ボランティアグループのメンバーには現役・引退した
教員も含まれている。さらに、同県で教える教員のほとんどは同県の出身である。従って、同県
での調査はより地域に密着した文化遺産教育の実情を明らかにできると考える。
学校現場における文化遺産教育の現状と課題
── タイ北部プレー県を事例として ──
池　田　瑞　穂
96
図１　タイ北部プレー県（world of maps.netより筆者一部改変）
図２　プレー県に残る伝統建築の一例①
図３　プレー県に残る伝統建築の一例②
図４　正面階段を上った先にあるテラ
スには水瓶が設置されている
図５　屋内にある台所の様子
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分析の枠組みとして、まずタイにおける文化の定義を概観し、次に国家目標とカリキュラム目
標を検証することで国家レベルの目標と文化遺産との位置づけを確認する。続いて社会科の理
念・構造・教授方法・学習形態と、その他文化遺産教育と関連のある地方カリキュラムの教科に
関して検討する。さらに、プレー県の社会科教員を対象に行った質問票調査とインタビュー調査
の結果をもとに、教育現場で文化遺産知識として教えている内容を明らかにすると共に、国と現
場レベルでの文化遺産教育に関する認識のギャップおよび課題に関して考察する。最後に、総括
として、それまでの問題・課題を整理した上で、文化遺産保護における学校教育の役割とコンセ
ンサス形成の場としての可能性について検討する。
１．タイにおける「文化」の定義とその変遷
元来多民族国家であるタイでは、19世紀以降、近代化政策を推し進めるにあたって国民統合は
避けて通れない課題であった。東南アジア諸国が西洋列強によって次々と植民地化されるなか、
国民統合のための共通アイデンティティ創出の必要性に迫られた。その手段として、今日、タイ
の公的国家イデオロギーとして挙げられる「チャート（国家）」「宗教」「国王」の三位一体の原
理が形成された。それに伴い、「タイエリートはこの政治原理をタイ民族文化の根幹であるとし
てその価値を強調するようになった」と村嶋（1987:119）が指摘しているように、タイにおける
「文化」の概念は、国民統合を意図したタイエリートによって形成された政治的イデオロギーで
あった。1932年に革命が起き、政治体制が王制から立憲君主制になっても、上からのナショナリ
ズムという基本方針に変更はなかった。1940年代ピブーン政権下ではラッタニョムと呼ばれる国
家信条を発令し、国民意識の高揚を目的とした文化政策が施行された。これは従来の文化の保
護・促進ではなく、国民意識形成を目的とした「新たな文化や伝統の創造」（玉田、1996:144）
であった。ラッタニョムは、国名、国旗、国歌、国王賛歌、国産品愛用、タイ語の奨励だけでな
く、伝統的服装の着用、好ましい髪型、習慣など様々な項目におよんだ。このことから明らかな
ように、タイにおける「文化」とは単に宮廷舞踊や絵画などの芸術文化を指すだけではなく、日
常生活での人間関係、衣食住の習慣、信仰、道徳、生業に関する技術など幅広く含む。しかし、
こうしたいわゆる国民文化は、国民統合に力点を置いたものであるため、それぞれの土地に固有
の地方文化や少数民族の文化は含まれていなかった。主要民族であるタイ族の言語、宗教、慣習、
文化様式を周辺の民族に押し付ける同化政策が長らく採られたが、その方針に変化が見られるよ
うになったのは、1980年代後半以降になってからである。
1973年、軍事独裁政権に反対する学生運動を契機に、学生、労働者、農民、都市部の市民によ
る民主的な政治参加と権利要求運動が活発化した。こうした動きに対する対応策の一つとして、
政府は1979年に国家文化委員会を設立した。同委員会はタイ文化やアイデンティティの意味を拡
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大し、社会の幅広い層を取り込むことで国民の多元的共存を画策した。そのため、委員会メンバー
には政府関係者はもとより、大学や研究機関の研究者も招かれた。また、同委員会は、国の開発
政策のなかで文化の役割が重視されつつあることを受けて、国家文化継承キャンペーンを展開し
た。その一方で、過去の開発計画の評価およびタイ社会の現状分析を行うため、各種研究会やセ
ミナーを開催した。その結果、環境破壊、家族制度の弱体化、物質主義といった現代が抱える問
題を引き起こした一要因に経済成長重視の開発政策にあることを同委員会は指摘し、開発におけ
る文化的側面、精神的側面に配慮した政策の重要性を提言した。ここに、タイの文化は国民統合
のためのアイデンティティ創出という目的の他に、バランスのとれた開発と持続可能な社会を達
成するために必要な文化的価値基盤の提供という新たな使命が与えられたのである。グローバリ
ゼーションが進展する現代のタイ社会において、「開発」のなかの「文化」への関心は増々高まっ
ている。それは同委員会が実施するさまざまなキャンペーンだけでなく、本稿が扱う学校教育に
も見てとることができる。次章からはタイの教育を中心に分析を進めていく。
２．タイの教育目標と社会科教育
２－１．国家教育目標
タイの国家教育目標は、1999年に制定された国家教育法 （National Education Act 1999）、
2002年に制定された国家教育計画および国家経済社会開発計画に記されている。国家教育法はタ
イにおける初の体系的な教育法と言われ、同法をもとに様々な教育改革が進められた。改革の背
景には、「アジア通貨危機後、タイ政府の開発計画立案能力の弱さと教育・技術力の国際競争力
のなさ」（JBIC 26: 2002）がその要因として挙げられている。教育政策の重点項目は、国家経済
社会開発計画と呼応しており、従って、教育改革は経済の発展と共により高度な人材を求める産
業界のニーズに対応したものと言える。具体的には、９年間の完全義務教育の実施、抜本的なカ
リキュラムの見直し、教育行政の地方分権化、教育の質保障制度の導入など改革は多岐にわたる。
2002年国家教育計画の重点項目は以下の通りである。
①９年間の完全義務教育
②教育行政の地方分権化
③道徳性、研究心、学習者中心を目標とした教員の質向上
④家庭、地域コミュニティ、民間団体などの教育行政参加への奨励
⑤科学と技術教育の質向上と国際的な競争力
２－２．基礎教育カリキュラム
国家教育法のもと2001年に新たな基礎教育カリキュラムが定められ、何度かの改訂を経た後、
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現在は2008年基礎教育カリキュラムが適用されている。教育の基本原理は以下の６つである。
①タイ人であることと同時に国際性のある価値形成に重点をおいた国家統一のための教育
②教育への平等な権利と質を保障する万人のための教育
③教育の地方分権と地域のニーズを反映したカリキュラムづくり
④柔軟な構造をもつ学習内容、学習時間、学習方法の提供
⑤学習者中心のアプローチ
⑥フォーマル、ノン・フォーマルを問わず、すべての学習形態に対応したカリキュラムづくり
次に、カリキュラム目標は次の５つである。
①仏教または自分が信仰する宗教の教えに基づいて望ましい道徳、倫理、価値を持ち、自尊心と
自己修養を積み、「足るを知る経済」を実践する
②コミュニケーション、問題解決およびテクノロジーに対応できる知識と技能を持つ
③心身ともに健康であること
④愛国心と責任あるタイ公民と国際人であり、立憲君主政体にもとづく民主的生活様式と政府を
尊重する
⑤タイの文化と知恵の保護・保存に対し意識を高め、環境の保存と環境・社会の調和的関係構築
に関心を持つ
２－３．社会科教育
社会科カリキュラム目標
社会科カリキュラム目標は、上記の国家教育目標および、カリキュラム目標と整合する点が多
い。社会科カリキュラム目標は、それぞれ４段階に分かれて設定されている。各段階の到達目標
に共通する事項を要約すると以下の４つである。
①タイの地理、歴史、文化、経済、政治を知ることで、世界の事象を理解し、幅広い知識を持つ。
②宗教、倫理、道徳的価値観を育み、それに従って行動する。
③社会のさまざまな事象において批判的思考、分析能力、問題解決能力を持つ。
④タイの文化、伝統、環境の保全に参加する。
社会科カリキュラム目標では、国家教育目標やカリキュラム目標を踏まえて、それらを達成す
るために必要な具体的行動・スキルが説明されている。例えば、①のタイに関する幅広い知識、
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②の宗教、倫理、道徳的価値観の発達は、教育の基本原理①とカリキュラム目標④に言及されて
いる、タイ人としてのアイデンティティ形成に関係し、また①の目標である、自国を知ることに
よって世界の事象を理解することは、国家教育目標⑤、教育の基本原理①、カリキュラム目標④
の国際的な知識・技術を持った人材の育成に貢献することと繋がる。
③の批判的思考、問題解決能力と、④の文化の保護に関する活動は、全ての段階に共通する目
標ではなく、比較的高学年で言及されている。しかし、③は社会科教育が目指す具体的な行動・
スキルという点において、最も明確に言及されている能力であり、カリキュラム目標②において、
国際的な知識・技術に対応するため不可欠な要素であると述べられている。④の文化、伝統、環
境の保全はカリキュラム目標の、社会の持続的発展とタイ人としてのアイデンティティ形成に関
係していることから、やはり重要な具体的行動であることが分かる。
社会科教科構造
タイの社会科教育は、宗教（道徳、倫理を含む）・公民・経済・歴史・地理の５領域に区分さ
れている。初等教育の学習時間は、歴史が年40時間、その他の４領域が年80時間設けられている
（図６）。前期中等教育（日本の中学校に相当）の場合、歴史は年40時間、その他４領域は年120
時間と設定されている（図６）。一方、後期中等教育（日本の高校に相当）では、３年間で歴史
を80時間、その他４領域を240時間学習する（図６）。ここで注目したいのが、歴史に割り当てら
れる時間の多さである。初等教育では、歴史が年40時間に対して、その他の領域が１領域あたり
年20時間、前期中等教育では、歴史が年40時間に対して、その他の領域が１領域あたり年30時間、
後期中等教育では、歴史が３年で80時間に対して、その他の領域が１領域あたり３年で60時間と
なる。つまり、歴史とその他の領域では年10時間から20時間の差があることになる。歴史の学習
時間の多さは、主要科目であるタイ語、数学、理科と比較をするとより明確になる。前期中等教
育を例に挙げると、タイ語、数学、理科はそれぞれ年120時間が割り当てられているが、社会科
は年160時間、そのうち歴史は40時間である。歴史教育が強化された背景については、別途調査
が必要となるが、その理由の一つとして急激な教育改革、特に、教育の地方分権化に対する中央
政府の「揺り戻し」ではないかと筆者は考える。基礎教育カリキュラムで扱うタイ史は、スコー
タイ朝、アユタヤ朝、トンブリ―朝、ラッタナコーシン朝と続く「単線王朝史観」を強調してお
り、あたかも「タイ族という単一の権力が支配する統一国家」（石井1999：９）であるようなイ
メージを抱かせる。タイ史以外では、東南アジア史、世界史、地域史も歴史教科に含まれている
が、タイ史と比べて学習時間が極端に少ない。前期中等教育では、東南アジア史や世界史は独立
しておらず、タイ史との関連の中で教えられる。後期中等教育になると、世界史は独立した教科
となるが、筆者が調査を行ったプレー県の中学・高校（１）では、３年間の学習時間うち、世界史
101学校現場における文化遺産教育の現状と課題
を１年間のみ必修科目として扱う学校や、選択科目として扱う学校などそれぞれ対応が異なって
いた。地域史もまた、選択科目として扱われていた。以上のことから、歴史教育におけるタイ史
が占める割合の多さは歴然としている。よって、制度としての教育の地方分権は機能しているも
のの、教育内容に関しては、依然として中央中心であり、地域のニーズを反映しているとは言い
難い。
学習領域
時間割
初等教育 前期中等教育 後期中等教育
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年～12年
社会科（全体） 120 120 120 120 120 120 160 160 160 320
歴史 40 40 40 40 40 40 40 40 40 80
宗教・公民・
経済・地理
80 80 80 80 80 80 120 120 120 240
図６　社会科学習時間（年）
社会科学習形態
社会科の学習形態に関して、筆者が授業観察をしたプレー県の中学・高校（１）では、教員によ
る講義を基本としながらも、生徒が主体となったグループ学習や発表も盛んに行われていた。基
礎教育カリキュラムの中等教育レベルでは、学習した知識や理解を行動で実践することを特に重
要視している。学校外の学習は、社会科見学が年に１度開催され、主に近隣の県へ日帰りで行く。
行先は年度によって異なるが、有名な寺院、博物館、ダム、動物園、ショッピング・モールなど
多種多様であった。
教材・施設
基礎教育カリキュラムの教科書は、国の教科書委員会から認定された教科書が複数の出版社か
ら出版されているので、各学校の判断で選択し、購入する。購入費用は政府からの補助金で賄う。
また、社会科の副教材で使用されるものとして、「大判の地図」（図７）と教員が作成した「ワー
クシート」（図８）が頻繁に観察された。一方、地方カリキュラムの社会科に関しては教科書が
ないため、担当教員が自ら教科書を編纂している例や、県が編纂した地域誌を教科書として使用
する例が見受けられた。副教材に関しては、教員が作成した映像資料（ビデオや写真）を使用す
る場合が多かった。その他には、生徒が授業の成果物として提出したものを副教材として使用す
る例や、学校のウェブサイトへ掲載をし、学校外へ情報発信する例もあった。また、学校によっ
ては、校内に民俗博物館（図９）を設置しているところもあり、博物館の展示資料や映像を教材
として使用している例もあった。
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２－４．地方カリキュラム
教育の地方分権化は、「地方カリキュラム」と呼ばれる学校独自のカリキュラムづくりを可能
とした。地方カリキュラムには、例えば、美術や工芸で伝統工芸品の製作、家庭科では伝統食、
タイ語では民話や慣習、音楽では伝統音楽、体育では伝統舞踊など地域に密着したプログラムも
あれば、就職や大学進学に直結した実用性の高いプログラムもある。筆者が訪問したプレー県の
学校（１）で実施されている地方カリキュラムは、地域性のある内容を扱いつつも、グローバリゼー
ション、特に2015年 ASEAN共同体発足に向けた、外国語教育、ASEANスタディー、IT教育
を最優先事項としたカリキュラムであるようにみえた。文化遺産教育に関して、社会科や美術で
地域の文化遺産について教えることはできるが、各学校の方針はもとより、文化遺産知識を教え
ることのできる教員の有無、さらに、教員の知識・能力によって大きく異なるため、地方カリキュ
ラムの導入が、当初文化遺産関係者に期待されていたように、すぐさま文化遺産教育の促進に結
び付くとは限らないことが今回の調査から明らかになった。
図７　大判の地図を使用した授業例（ソーン・
ピッタヤ―コム中学・高校にて）
図８　ワークシート（ティンオー
パット・ウィッタヤー中
学・高校にて使用）
図９　ムワンカイ・ピッタヤーコム中学・高校
に設置された民俗博物館
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３．学校現場における文化遺産教育の実態
基礎教育カリキュラムで重視されていた、「文化と知恵の保存」は実際の教育現場でどの程度
達成されているのだろうか。また、教育に携わる教員は「文化と知恵の保存」をどのようにとら
え、実践しているのだろうか。こうした教育現場の実態を明らかにするため、タイ北部プレー県
を事例とし、「地域のニーズを反映したカリキュラムづくり」、「社会の持続的発展と環境の保全」
という二つの視点から「地域の文化と知恵」に焦点を当て、質問票調査を実施した。
プレー県の人口は約46万人で、土地の６割が森で覆われている。そのため、農業（林業を含む）・
自営業・パブリックセクタ―・教育関係が県の主な産業で、県民の月平均収入は14,045バーツ（約
42,135円）である。
プレー県には、公立中学・高校が16校存在する。調査対象者である社会科教員数は全体で136
人である。したがって、母集団を136人として信頼度95.0％、標本誤差を5.0％と設定し、必要な
サンプル数を計算すると100人となる。同県は８郡で構成されているため、各郡から１校ずつと、
教員数が最も多い県庁所在地ムアンプレー郡から３校の計10校を選び、対象校の社会科教員に対
して自記式質問票を配布した。質問票は後日、筆者が再び学校を訪問し回収した。調査は2012年
11月、2013年２月、６月に行われ、回収率は89.0％であった。調査の目的は、第一に、社会科で
は文化遺産に対する教育がどの程度実践されているのか、また実践されていないとすれば、その
阻害要因は何か、を明らかにする。第二に、プレー県の教育現場では具体的に何を文化遺産とし
て教えているのか、を明らかにすることである。回答者の男女比率（図10）は、男性34.0％、女
性が66.0％、年代別比率（図11）は、20代が7.0％、30代が8.0％、40代が20.0％、50代が60.0％、
60以上が4.0％であった。学校での男女比は一般的に、社会科教員だけでなく、学校全体におい
ても女性教員が占める割合が高く、女性優位の職場である。さらに、年代別比率では50代の教員
が圧倒的多数を占めている。この結果、50代と60代の教員併せて64.0％が10年以内に定年を迎え
ることも分かった。
女性
66％
男性
34％
図10　教員の男女別比率（％）
806040200
無回答
60才以上
50-59才
40-49才
30-39才
20-29才
図11　年代別比率（％）
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最初の質問として、「地方の文化」「地方の知恵」を授業で教えるか、と尋ねた。その結果、「教
えている」と答えた者と「教えていない」と答えた者はそれぞれ50.0％ずつであった。次に、「教
えている」と答えた教員に対して、「地方の文化」「地方の知恵」として教えている内容に関して、
「プレー県の先史時代」「プレー県の歴史時代」「民話」「ランナー語」「プレー方言」「伝統音楽・
舞踊」「伝統医薬」「伝統食」「藍染め」「伝統建築」「伝統衣服」「その他」の12項の選択肢から当
てはまるものすべてを選んでもらった（図12）。なお、この選択項目は、プレー県の文化遺産保
存グループに、文化遺産だと考える事柄に関して事前にインタビューをし、それをもとに作成し
た。回答の内訳は、「プレー県の歴史時代」が62.0％、「プレー県の先史時代」と「民話」が
50.0％、「伝統医薬」と「プレー方言」が46.0％、「伝統建築」が44.0％、「伝統食」が38.0％、と「伝
統衣服」が28.0％、「ランナー語」が24.0％、「伝統音楽・舞踊」が22.0％、「藍染め」が14.0％、「そ
の他」が6.0％であった。「その他」の項目には、慣習、信仰などが含まれていた。
「地方の文化」「地方の知恵」を「教えていない」と答えた回答者に対して、「なぜ教えていな
いのか」（図13）と尋ねた。回答は、「知識が不足している」「時間がない」「カリキュラムと関連
性がない」「試験と関連がない」「教材が不足している」「面倒である」「その他」から複数選んで
もらった。回答の内訳は、「カリキュラムと関連性がない」が70.0％、「知識が不足している」が
28.0％、「時間がない」と「面倒である」が14.0％、「試験と関連がない」「教材が不足している」
「その他」を選択した回答者はいなかった。この結果、「地方の文化」「地方の知恵」を教えてい
ない回答者の多くは、カリキュラムと関連性がないため教えていないことが明らかになった。
さらに、「教えていない」と答えた回答者に、「機会があれば地方の文化や知恵を教えたいか？」
と二項選択で尋ねたところ、「はい」が84.0％、「いいえ」が14.0％であった（無回答は2.0％）。つ
まり、カリキュラムとの関連性や知識不足などの要因が解消されれば、多くの教員は地方の文化
706050403020100
その他
藍染め
伝統音楽・舞踊
ランナー語
伝統衣服
伝統食
伝統建築
方言
伝統医薬
民話
プレー県の先史時代
プレー県の歴史時代
図12　授業内容（％）
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や知恵を教えたいと考えていることが分かった。
次に、全ての回答者を対象に、「授業で向上すべき点があると考えるか？」と二項選択で聞い
たところ、「はい」が99.0％、「いいえ」が1.0％であった。続けて、「はい」と答えた回答者を対
象に、「何を向上すべき点と考えるか？」（図14）と尋ねた。回答は「教科の知識」「教授方法」「指
導能力」「教科書」「教材」「カリキュラム」「試験のありかた」「その他」の中から複数選んでもらっ
た。その結果、「教材」が83.8％、「教科の知識」が81.8％、「教授方法」が68.6％、「教科書」が
51.5％、「指導力」が46.4％、「カリキュラム」が43.4％、「試験のあり方」が29.2％、「その他」が3.0％
であった。「その他」の項目には、「体験学習」、「臨時教員を増やす」などが含まれていた。つま
り、多くの教員が「教材」「教科の知識」「教授方法」を問題だと考えていることがわかる。また、
約半数の教員が「教科書」「指導力」「カリキュラム」に問題があると考えていることも明らかに
なった。
806040200
時間がない
面倒である
知識が不足
カリキュラムと関連性がない
図13　理由（％）
100806040200
その他
試験のありかた
学校のカリキュラム
指導力
教科書
教授方法
教科の知識
教材
図14　課題（％）
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文化遺産教育と年代・性別との関係
ここまで、文化遺産教育の実施状況および内容を明らかにしてきたが、以下では、年代や性別
の違いと文化遺産教育の関係について考察していく。
最初に、年代別でみた文化遺産教育の指導状況（図15）は20代が8.0％、30代が4.0％、40代が
27.0％、50代が55.0％、60代が6.0％であった。この結果から明らかなように、主に文化遺産教育
を学校で担当しているのは、50代の教員である。
さらに、年代別と指導内容の関係をみるため、クロス集計をおこない、F検定をおこなった。
その結果、p値＝0.08で５％の有意水準を上回ったため、統計学的には年代と指導内容に強い関
係性はみられなかった。
次に、年代別でみた「授業で向上すべき点」（図16）であるが、F検定の結果、５％水準で p
値＝0.20であったため、ここでも年代との相関性はみられなかった。しかし、向上すべき点とし
て一番に何を重要と考えるかを年代別で詳しくみると、20代は「教科の知識」を最も重視してい
60才以上
0 10 20 30 40 50 60
50-59才
40-49才
30-39才
20-29才
図15　年代別指導状況（％）
教科の
知識
教授方法 指導力 教科書 教材 カリキュ
ラム
試験の
ありかた
その他
全体 81.8% 68.6% 46.4% 51.5% 83.8% 43.4% 29.2% 3.0% n=99
20-29才 85.7% 57.1% 57.1% 57.1% 42.8% 28.5% 28.5% 0% n=7
30-39才 87.5% 75.0% 75.0% 38.0% 87.5% 87.5% 37.5% 0% n=8
40-49才 65.0% 45.0% 40.0% 40.0% 100% 25.0% 10.0% 0% n=20
50-59才 83.3% 73.3% 45.0% 55.0% 81.6% 45.0% 31.6% 5.0% n=60
60才以上 100% 100% 25.0% 75.0% 100% 50.0% 50.0% 0% n=4
図16　年代別でみた「授業で向上すべき点」（％）
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るのに対し、30代は「教科の知識」に加えて、「教材」と「カリキュラム」を同等に重要視して
いるのが分かる。40代は「教材」を、50代では「教科の知識」と「教材」をほぼ同じ割合で選ん
でいる。60代は「教科の知識」「教授方法」「教材」を同等で選んでいる。「教科の知識」はほと
んどの年代で共通の重要課題として考えられているが、それ以外の項目は多少ばらつきがみられ
る。教員としての経験が問題意識の広がりへ影響しているのかもしれない。
最後に、性別でみた指導教科との関係性（図17）をみるため、カイ２乗検定をおこなったとこ
ろ、５％水準で有意差がみられたのは、「伝統食」（p値＝0.0198）と「伝統服」（p値＝0.008）で
あった。これは、料理や衣服における知識と女性は強い関係を持ち、伝えられていることを示し
ている。その他の知識に関しては、性別の差はなく、男女双方が教えていることが分かった。
国家教育目標の「教員の質向上」や教育目標の「タイの文化と知恵の保存」や「国際的な知識
と技術」を持った人間を育成するためには、まず、教員への定期的な知識・技術のフォローアッ
プや教材の提供は欠かせない。タイ政府は2012年から、OTPC（One　Tablet Per Child ＝子供
ひとりにつき一台のタブレット型電子機器）プロジェクトを実施しており、初年度は90万台を無
料配布した。急速に変化する ITへの対応も大事であるが、質問票調査からも明らかなように、
教員研修などのソフト面への投資も重要ではないだろうか。バンコクやチェンマイなどの主要都
市部を除いては、依然として定期的な研修の実施が達成できていない。また、基礎教育カリキュ
ラムと学力試験のあり方にも課題が残されている。質問票調査を依頼したスーンメン・チャヌ
パッタム中学校の社会科主任Aさんは「基礎教育カリキュラムで扱う内容が年々増加している。
以前はこの学校でも地域の歴史や文化を教えていたが、今は時間がない」（２）と語っていた。タ
イではカリキュラムマネジメントの一環として、各ステージの最終学年終了時の生徒を対象に全
国統一学力試験を行う。試験は生徒の学習成果の全国評価を目的としているため、内容は基礎教
育カリキュラムに準じて出題される。そのため、各学校は試験に備えて基礎教育カリキュラムを
確実に教えていく必要がある。また、中学６年の生徒にとっては、試験の結果次第で大学が決ま
るため、教員や生徒は学力試験対策に多くの時間を割いている。2011年度のユネスコの教育統計
プレー
県の先
史時代
プレー
県の歴
史時代
民話 ランナ
ー語
プレー
方言
伝統
音楽・
舞踊
伝統
医薬
伝統食 藍染め 伝統
建築
伝統
衣服
その他
全体 50.0% 62.0% 50.0% 24.0% 46.0% 22.0% 46.0% 38.0% 14.0% 44.0% 28.0% 6.0% n=50
男性 61.1% 61.1% 50.0% 27.7% 33.3% 27.7% 27.7% 16.6% 11.1% 50.0% 5.5% 11.1% n=18
女性 43.7% 62.5% 50.0% 21.8% 53.1% 18.7% 56.2% 50.0% 15.6% 40.6% 40.6% 3.1% n=32
図17　性別と指導教科（％）
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によれば、タイの高等教育へのアクセスは48.0％にも昇る。1999年には進学率が33.0％、2002年
には40.0％であったことから、高等教育が急激に大衆化しているのが分かる。中でも、プレー県
の進学率は全国平均と比べて高く、2012年度には中等教育修了者の約60％が高等教育へ進学した。
タイにおける課題は、教育が目指す本当の学力とは何かを問い直し、今一度、国家教育法や基礎
教育カリキュラムの理念と照らし合わせる作業ではないかと筆者は考える。
４．総括：文化遺産と学校教育
国の文化教育に対する方針は、タイ人としてのアイデンティティ形成と社会の持続的発展で
あった。また、自国の文化や歴史を知ることで、他国への興味を促進し、国際な知識・技術を持
つ人間形成を目的としていた。教育システムの面では、地域のニーズに対応するため、地方カリ
キュラムの導入などの対応がみられた。しかし、こうした政策が文化遺産教育、特に地方の文化
や知識の促進と結びついているかと問われれば、それは疑問である。さらに、渋谷は「政策実現
のために有効な文化的価値、政府にとって望ましい規範や慣習のみが、地方の知恵として積極的
に評価される」（1998:112）として政府による文化管理の危険性を指摘している。文化遺産保護
の観点からすれば、国家的な共通文化を重視するのか、それとも地方の文化にも等しく配慮する
のかによって、遺産保護のあり方にも大きく影響する。政府主導によるトップダウンの保護か、
地域主導によるボトムアップの遺産保護を目指すか、これからの大きな課題である。
また、文化遺産教育を担当する教員不足の問題もある。プレー県の場合では教員の高齢化が進
み、若い世代が極端に少ない。文化遺産教育は主に50代の教員が受け持っているため、彼らが定
年退職した後、知識の伝達が滞る可能性が高い。また、文化遺産教育の内容に関して、教員の経
験・知識の範囲内に限定されている点にも言及したい。換言すると、教員の興味のない事柄や知
識のないものは文化遺産教育の中に含まれないのである。文化遺産の表象として、主に、民話、
言語、食、薬、衣服などがプレー県ではみられたが、上記以外の文化遺産、特に有形文化遺産に
対する認知度は相対的に低い（３）。伝統建築が唯一の例外であったが、それ以外にも県内には数
多くの考古学遺跡が存在する。しかし、未調査のため情報が不足している事に加えて、遺跡や古
い場所には精霊（Pi）が宿ると信じられているため、近づくことを恐れる住民も多い。そのため、
文化遺産としての考古学遺跡に対する認知度は低い。包括的な文化遺産保護を促進し、地域の歴
史・文化の知識を社会の持続的発展に活用するためには、やはり教育現場での文化遺産知識の拡
大は欠かせない。教員を対象とした研修や情報交換会を開催すると共に、地域の文化遺産ボラン
ティアグループや文化遺産保護に係る専門家を研修会に巻き込むことによって、調査報告や意見
交換などの相互コミュニケーションの促進と信頼を深めることも肝要である。その活動の繰り返
しが、改めて文化遺産の意義を問い直し、結果として持続的な文化遺産保護へと結びついていく
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と筆者は考える。今後はこうした成果を踏まえ、本稿で言及できなかった実践的活動、つまり、
教員を対象とした研修会の実施とその結果について分析し、その有効性を検証したい。
本稿は文化遺産と学校教育の関係について論じてきた。文化遺産保護における教育の重要性は、
単に文化遺産に対する理解を深めるだけでなく、文化の多様性を保障・促進することにある。そ
れは、地域レベルから始まり、国際的なレベルまで幅広く含む。特に、多様な民族、文化、宗教
によって構成されている東南アジアにおいて、タイが他国と良好な関係を築き、存続していくた
めにも、文化遺産教育は不可欠である。
註
（１）　2012年11月20日、21日　ロンクワーン・アヌッソン中学・高校
 　2012年11月26日、27日　ソーン・ピッタヤーコム中学・高校
 　2013年１月７日、８日　ウィライキアット・アウパッタム中学・高校
 　2013年２月６日、７日、８日　ムワンカイ・ピッタヤーコム中学・高校
 　2013年２月11日、12日　ワンチン・ウィッタヤ―中学・高校
 　2013年２月18日、19日　ティンオーパット・ウィッタヤー中学・高校
 　2013年２月27日　スーンメン・チャヌパッタム中学・高校
 　上記の日程、学校で社会科授業観察を実施。
（２）　2013年２月27日、インフォーマル・インタビュー
（３）　2012年２月23日、28日に文化遺産保存グループ Luk Lan Muang Phrae のメンバー７人を対象に「プレー県
の文化遺産」に対する認識調査を実施した。調査は問題分析手法を用いた参加型ワークショップ形式でおこ
なった。参加者には「文化遺産」と考える具体的な事柄を挙げてもらい、参加者全員でカテゴリー別に分類
した。その結果、有形文化遺産に対する認知度が低いことが分かった。詳細は池田2012年を参照。
参考文献
池田瑞穂
2012年「よりよい「文化遺産」の理解と持続的な保護へむけて―タイ北部プレー県を例として」早稲田大学
文学学術院文化人類学年報７巻 .
石井米雄
1999年『タイ近世史研究序説』, 岩波書店 .
国際協力銀行開発金融研究所（JBIC）
2002年『教育セクターの現状と課題：東南アジア４か国の自立的発展に向けて』、JBICI
渋谷恵
1998年「タイの文化政策にみる「開発」と「文化」―第８次期国家文化計画（1997―2002年）の分析を中心
として―」『比較・国際教育』第６号 , 105頁 -114頁 .
玉田芳史
1996年「タイのナショナリズムと国民形成 ―戦前期ピブーン政権を手がかりとして―」『東南アジア研究』
34/1, 127頁 -150頁 .
村嶋英治
1987年「現代タイにおける公的国家イデオロギーの形成 ―民族的政治共同体（チャート）と仏教的王制―」 
110
日本国際政治学会編『国際政治』84, 118頁 -135頁 . Research Paper No.17.
Ministry of Education, Thailand
 『National Education Act 1999』
 『National Education Plan (2002-2016)』
 『Basic Education Core Curriculum 2008』
National Economic and Social Development Board Office of the Prime Minister Bangkok, Thailand
 『The Eleventh National Economic and Social Development Plan 　(2012-2016)』
